
第５章　住民力を活かすまちづくり

５―１ 協働によるまちづくりの推進

５―１―１ 町民参画の推進

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 7 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 26 26

Ｒ９ 26 26

Ｒ10 26 26

５―１―１ 町民参画の推進

・事業全体の内容 （事業期間：Ｈ 23 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 3,900 3,900

Ｒ９ 3,900 3,900

Ｒ10 3,900 3,900

５―１―１ 町民参画の推進

・事業全体の内容 （事業期間：Ｈ 23 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 450 450

Ｒ９ 450 450

Ｒ10 450 450

少年の主張大会、各地区活動支援等、規約・体制の見直し

少年の主張大会、各地区活動支援等

少年の主張大会、各地区活動支援等

理由：

・事業実施の効果 各活動により、子どもたちの
健全育成の一助となってい
る。本活動を通して地域の連携や活性化に寄与する。

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｈ２３
～Ｒ７

少年の主張大会、各地区活動の支援等に取り組み、青少年の健
全育成に努めた。

事業費（千円）

ハード事業・ソフト事業・各行政区が実施するレクリエーション事業に対し補助金を交付

事業 青少年健全育成町民会議の推進
担当課

教育総務課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

青少年の健全育成と非行防止対策のため関係機関と連携し、町民運動の推進
及び各事業を実施する。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｈ２３
～Ｒ７

町地域活性化基金を活用し、行政区又は地域づくり団体等が実
施する地域振興のための事業に対し、補助金を交付した。

事業費（千円）

ハード事業・ソフト事業・各行政区が実施するレクリエーション事業に対し補助金を交付

ハード事業・ソフト事業・各行政区が実施するレクリエーション事業に対し補助金を交付

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

新地町協働のまちづくり推進事業補助金交付要綱に基づき、行政区又は地域
づくり団体等が実施する、地域振興のための事業に対し、補助金を交付す
る。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

・事業実施の効果
地域の交流の場が、地区の活
性化に繋がるため。行政区や地域づくり団体等の財政的支援

まちづくり懇談会の開催

まちづくり懇談会の開催

まちづくり懇談会の開催

事業 協働のまちづくり推進事業
担当課

企画政策課

・事業実施の効果 今後も町民の意見を反映しな
がら、まちづくりを進める必
要があるため。町民意見を行政運営に反映。

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｒ７
令和7年12月18日にまちづくり懇談会を開催し、86名が参加した。町
の主要事業について説明を行うとともに、参加者から意見をいただ
いた。

事業費（千円）

事業 まちづくり懇談会による公聴事業
担当課

企画政策課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

行政区や各種団体の代表者と意見交換を行い、町政に反映させるため、まち
づくり懇談会を開催し、公聴事業を実施する。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：
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５―１―１ 町民参画の推進

・事業全体の内容 （事業期間：Ｈ 23 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 384 384

Ｒ９ 593 593

Ｒ10 593 593

５―１―２  まちづくり情報の共有化

・事業全体の内容 （事業期間：Ｓ 46 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 117 3,028 3,145

Ｒ９ 117 3,028 3,145

Ｒ10 117 3,028 3,145

５－２ デジタル化の推進

５－２－１ 情報通信基盤の整備・活用

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 4 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 109,414 34,610 144,024

Ｒ９ 16,680 16,680

Ｒ10 16,680 16,680システムの運用

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｒ４～
Ｒ７

令和４年度にシステムの統合、標準化を実施し、戸籍・戸籍付票、
税務、住民、子育てシステムの標準化準拠システム移行を行う。

事業費（千円）

システムの標準化共通化移行

システムの運用

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

行政手続きのオンライン化及び行政事務のデジタル化

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

・事業実施の効果

国施策のため。行政のデジタル化を推進することにより、住民サービスの向上を図り、また
行政事務の効率化と改善を図る。

広報しんちの発行（５日・２０日発行）

広報しんちの発行（５日・２０日発行）

広報しんちの発行（５日・２０日発行）

事業 行政デジタル化推進事業
担当課

企画政策課／町民生活課

理由：

・事業実施の効果 町政に関する情報や地域の話
題を広く町民に周知し、情報
共有を図るため。町政情報の発信

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｓ４６
～Ｒ７

「広報しんち」5日号・20日号を発行し、行政情報の周知を行った。
また、全戸配布するとともに、町ホームページにデータ版を掲載
し、情報発信を行った。

事業費（千円）

男女共同参画プランに基づく活動実践と、男女共同参画推進月間においてＨＰやＳＮＳを使用した啓発活動。

事業 広報しんちの発行
担当課

企画政策課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

行政情報のみならず、さまざまなまちづくり活動に関する情報を「広報しん
ち」に掲載し、広く情報を発信する。
また、広報紙を全戸配布するとともに、データ版を町ホームページに掲載
し、情報発信を行う。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｈ２３
～Ｒ７

共生のつどい開催や男の料理教室を開講し、男女共同参画プラ
ンに基づく活動実践に努めた。

事業費（千円）

男女共同参画プランに基づく活動実践と、男女共同参画推進月間においてＨＰやＳＮＳを使用した啓発活動。

男女共同参画プランに基づく活動実践と、男女共同参画推進月間においてＨＰやＳＮＳを使用した啓発活動。

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

男女が互いに人権を尊重しつつも責任を分かち合い、性別にかかわりなくそ
の個性と能力を十分に発揮することができる社会の実現を目指し各種事業を
実施する。また、男女共同参画推進月間においてホームページやＳＮＳを使
用した啓発活動に取り組む。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

・事業実施の効果
計画に基づく活動実践が必
要。学校や職場及び家庭や地域社会での男女共同参画社会の促進が図られる。

事業 男女共同参画プラン推進事業
担当課

教育総務課
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５－２－１ 情報通信基盤の整備・活用

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 7 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 27,188 27,188

Ｒ９ 39,000 39,000

Ｒ10 39,000 39,000

５－２－１ 情報通信基盤の整備・活用

・事業全体の内容 （事業期間：Ｈ 25 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 5,212 5,212

Ｒ９ 5,212 5,212

Ｒ10 5,212 5,212

５－２－１ 情報通信基盤の整備・活用

・事業全体の内容 （事業期間：Ｈ 28 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 1,195 1,195

Ｒ９ 1,195 1,195

Ｒ10 1,195 1,195

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

マイナンバーカードを利用し
た住民サービスの提供及び行
政手続の簡略化のため。

ネットワークを整備することでマイナンバーカードを利用した住民サービス
を提供することができ、行政手続きの簡略化が図られる。

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｒ７
マイナンバーと連携した事業を推進した。また、住民基本台
帳・戸籍附票ネットワークの整備と運用を図った。

事業費（千円）

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

国が推進するデジタル化社会の実現に向け、住民基本台帳ネットワークや戸
籍附票ネットワークのシステムを継続的に整備運用をする。

マイナンバーカード交付に関する業務

・事業実施の効果 マイナンバーカードを利用し
た住民サービスの提供及び行
政手続の簡略化のため。

マイナンバーカードを利用し、行政サービスや行政手続き等を行うことがで
きた。

事業の進捗・達成状況・今後の予定

休日窓口開設などを実施し、継続してマイナンバーカード利用促進
に努めた。

事業費（千円）

事業 マイナンバーカード交付事業（再掲5-3-1）
担当課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

マイナンバーカードを利用することで幅広い分野で行政サービスや行政手続
き等を行うことができる。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

Ｒ７

町民生活課

マイナンバーカード交付に関する業務

マイナンバーカード交付に関する業務

住民基本台帳・戸籍附票ネットワークの整備と運用

住民基本台帳・戸籍附票ネットワークの整備と運用

住民基本台帳・戸籍附票ネットワークの整備と運用

・事業実施の効果

住民情報システムの整備と運用

住民情報システムの整備と運用

住民情報システムの整備と運用

町民生活課
事業 住民基本台帳ネットワーク・戸籍附票ネットワークシステム共同利用事業

担当課

理由：

・事業実施の効果 住民情報を住民基本台帳法に
基づき、正確かつ迅速に活用
するため。継続して、これまでと同じ住民サービスの提供ができる。

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｒ７
住民情報システム（ADWORLD）を継続して整備し運用を行っ
た。

事業費（千円）

事業 住民情報システム（ADWORLD）
担当課

町民生活課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

住民基本台帳法に基づき町政の基礎となる住民情報を正確かつ迅速に登録す
るため、住民情報システム（ADWORLD）を継続して整備し運用をする。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規
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５－２－１ 情報通信基盤の整備・活用

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 3 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 10,975 10,975

Ｒ９ 8,731 8,731

Ｒ10 8,731 8,731

５－２－１ 情報通信基盤の整備・活用

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 5 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 3,960 3,960

Ｒ９ 3,960 3,960

Ｒ10 3,960 3,960

５－２－１ 情報通信基盤の整備・活用

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 3 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 0

Ｒ９ 0

Ｒ10 0

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

児童生徒が情報に対する個人の責任を理解する。情報化社会において生きて
いくために必要な情報モラルを高める。

事業の進捗・達成状況・今後の予定

開庁時間外に各種証明書の取得が可能となる。マイナンバーカードの更なる
普及促進につながる。

メディアコントロールの取り組み  保護者向け講演会の実施

メディアコントロールの取り組み  保護者向け講演会の実施

・事業実施の効果
情報モラル教育の充実を図る
ため継続して取り組む。

Ｒ３～
Ｒ７

メディアコントロールの取り組みを行い、情報モラルの意識向
上に務めた。

事業費（千円）

メディアコントロールの取り組み  保護者向け講演会の実施

事業

システム運用

システム運用

Ｒ５～
７

より良い住民サービスの提供に向け継続して戸籍システムを改修し運用す
る。

事業費（千円）

システム運用

事業の進捗・達成状況・今後の予定

情報モラル教育
（ノーメディア・アウトメディアへの取り組みを含む）（再掲2-2-4）

担当課

教育総務課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

学校教育を通じてＰＴＡと連携し、児童生徒や保護者へ情報モラルの啓発を
図る。（メディアコントロールの取り組み）

事業 コンビニ交付
担当課

町民生活課／税務課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

全国のコンビニエンス等で各種証明書の取得が可能となる。住民の利便性の
向上だけでなく、マイナンバーカードの更なる普及促進、窓口業務の負担軽
減、非来庁による新型コロナウイルス感染症の対策にも寄与することが可能
となる。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

・事業実施の効果
住民の利便性の向上、窓口業
務の負担軽減のため。

Ｒ７
国の指示の下システムの改修を行い、より良い住民サービスの
提供に向け継続して戸籍システムを運用した。

事業費（千円）

事業 戸籍総合システム事業
担当課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

システム更新、戸籍のクラウド化・運用

・事業実施の効果
より良い住民サービスの提供
のため。戸籍の電算化により、万が一災害が発生した場合においても、迅速に戸籍の復元を

行うことができ、また、デジタル法の改正により住民サービスが拡充される。

事業の進捗・達成状況・今後の予定

戸籍のクラウド化・運用

戸籍のクラウド化・運用

平成２２年に戸籍の電算化が行われ、継続して電算化後のシステムを整備・
運用する。

町民生活課

4 ページ ５章



５―２ ―１ 情報通信基盤の整備・活用

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 3 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 9,838 85 9,923

Ｒ９ 9,838 85 9,923

Ｒ10 9,838 85 9,923

５－２－１ 情報通信基盤の整備・活用

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 6 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 500 500

Ｒ９ 500 500

Ｒ10 500 500

５－２－１ 情報通信基盤の整備・活用

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 4 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 0

Ｒ９ 0

Ｒ10 0

町内のブロードバンドサービス維持管理

企画政策課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

光ファイバーケーブルを敷設することで、町内全世帯及び全事業所を対象と
した光ブロードバンドサービスを可能とし、ブロードバンドゼロ地域の解消
をする。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

・事業実施の効果 町内全域にブロードバンド
サービスを提供できる環境整
備に取り組む。

下水道台帳システム保守

下水道台帳システム保守

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｒ７ 下水道台帳システム構築
事業費（千円）

下水道台帳システム保守

事業 下水道台帳デジタル化整備事業
担当課

都市建設課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

下水道管路情報のデジタル化。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

・事業実施の効果
施設の維持管理及び事務の効
率化を図るため。下水道管路に関する情報等をデジタル化することにより、下水道行政の安定

に資する。

Ｒ３～
Ｒ７

町内のブロードバンドサービス維持管理
事業費（千円）

町内のブロードバンドサービス維持管理

町内のブロードバンドサービス維持管理

ブローバンドゼロ地域の解消

事業の進捗・達成状況・今後の予定

事業 地域情報通信基盤整備推進事業
担当課

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｒ４～
Ｒ７

生成AIの全庁導入、情報セキュリティ・個人情報保護研修実施
事業費（千円）

アナログ規制の全庁点検と見直し方針の策定、生成AI活用ガイドラインの改
定・研修実施

アナログ規制の見直し実施、生成AIの活用領域拡大、デジタル人材育成の推
進

見直し効果の検証・追加対応、データ利活用の推進（EBPM）

事業 自治体DX推進事業
担当課

企画政策課／町民生活課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

デジタル技術の活用により、住民サービスの向上と行政運営の効率化を推進
する。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

・事業実施の効果 国が推進するアナログ規制の
見直しに計画的に対応し、住
民サービスの向上と持続可能
な行政運営を実現するため。

行政のデジタル化を推進することにより、住民サービスの向上を図り、また
行政事務の効率化と改善を図る。
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５―２ ―２ 行政情報の発信充実

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 3 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 1,485 1,485

Ｒ９ 1,485 1,485

Ｒ10 1,485 1,485

５―２ ―２ 行政情報の発信充実

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 8 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 0 0

Ｒ９ 0 0

Ｒ10 0 0

５－３ 持続可能な行財政運営

５－３－１ 効率的、効果的な行政サービスの推進

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 3 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 400 400

Ｒ９ 400 400

Ｒ10 400 400

担当課

全課

管理システム構築及び計画内容の検証

管理システム構築及び計画内容の検証

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｒ３～
Ｒ７

令和２年度末時点における公共施設について計画を策定。令和３年度以降に
ついては、計画に基づく更新を検討する。また、施設の利用状況や老朽化状
態等を踏まえながら、随時計画の見直しを図る。

事業費（千円）

管理システム構築及び計画内容の検証

年度） 施策の方向性と理由

町が所有する公共施設の総合的かつ計画的な管理を推進するための計画策定
事業。それに伴う管理システム構築。公共施設の大規模改修や建替の時期と
費用を試算し、施設の適切な更新を図るものである。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

・事業実施の効果
中長期的な計画であるため、
事業の継続が必要となる。

担当課

企画政策課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

町ホームページについては、トップページや各課のページの更新頻度を高
め、積極的に情報発信に努める。
（ホームページ構築業務、職員説明会の実施）

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

公共施設の適切な更新による安全性の確保、更新に必要となる財源を試算すること
で中長期的な財政運営の見通しを立てることができる。

・事業実施の効果

町政情報の発信
町政情報の発信

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｒ３～
Ｒ７

町ホームページを更新し、町政情報の広報周知を行った。町ホーム
ページ更新の頻度を上げるため、職員向け講習会を開催した。

事業費（千円）

事業
内容

事業 町ホームページの運営事業

町ホームページウエブ環境提供サービス

事業 公共施設総合管理計画の推進

企画政策課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由
町公式LINEについては、住民が必要な行政情報を適時に受け取れるよう、配信内容の充実と
配信頻度の適正化を図り、積極的な情報発信に努める。
また、利用促進に向けた周知を行うとともに、運用体制の整備及び職員の活用促進を進め
る。
（公式LINE運用、配信内容のチェック機能の強化及び充実）

□継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　■新規

理由：

・事業実施の効果

町政情報の発信
町政情報の発信

町ホームページウエブ環境提供サービス

町ホームページウエブ環境提供サービス

事業 町公式LINEの運営
担当課

事業の進捗・達成状況・今後の予定

新規
事業費（千円）

町公式LINE運用

町公式LINE運用

町公式LINE運用
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５－３－１ 効率的、効果的な行政サービスの推進

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 6 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 12,320 9,000 1,080 22,400

Ｒ９ 11,000 8,100 1,100 20,200

Ｒ10 16,500 12,100 1,600 30,200

５－３－２ 財政健全化への取り組み

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 4 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 0

Ｒ９ 0

Ｒ10 0

５－３－２ 財政健全化への取り組み

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 6 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 0

Ｒ９ 0

Ｒ10 0公会計制度整備に係る整理及び公表

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｒ６～
Ｒ７

新・地方公会計制度に基づく財務諸表の作成。今後は、内容を公表し、アカ
ウンタビリティ（会計情報の説明責任）の向上に努める。

事業費（千円）

公会計制度整備に係る整理及び公表

公会計制度整備に係る整理及び公表

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

新・地方公会計制度に基づき、町の決算情報を財務諸表として取りまとめ
る。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

・事業実施の効果
財務諸表の作成には継続性が
求められるため。単式簿記では捉えられない財務情報を明らかにすることで、効率的な予算編成や効

果的な財産運用など、適切な財政運営の基礎資料とすることができる。

総務課
事業 地方公会計の公表

主要施策の推進と健全な財政
運営を図る。総合計画の着実な推進と財源に裏づけされた事業の実施

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｒ４～
Ｒ７

予算編成時に財源及び行動計画との調整を図った。
事業費（千円）

予算編成時に財源及び行動計画との調整

予算編成時に財源及び行動計画との調整

予算編成時に財源及び行動計画との調整

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

総合計画に掲げた主要施策推進のため、予算編成時に行動計画に記載した個
別事業の実施に向けた財源の調整を図る。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

・事業実施の効果

Ｒ７
町道橋梁の点検を行い、橋梁の安心安全な通行可能であること
を確認し、不具合箇所の予防保全のための設計を行った。

事業費（千円）

町道橋梁補修設計・補修工事

事業 総合計画の実現に向けた予算執行
担当課

総務課／企画政策課

担当課

町道橋梁補修設計

町道橋梁補修

年度） 施策の方向性と理由

町道橋梁・道路付属物の点検及び長寿命化計画の更新を行い、計画に基づい
た修繕を実施する。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

・事業実施の効果
点検を実施し長期的な修繕計
画を立案し、実施する。町道橋梁・道路付属物の修繕箇所や対策時期が明確になり、計画的な修繕を

行うことで、安心安全な通行を可能とする。

事業の進捗・達成状況・今後の予定

都市建設課

事業
内容

事業 町道橋・道路付属物長寿命化計画の推進
担当課
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５－３－２ 効率的、効果的な行政サービスの推進

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 7 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 4,800 4,800

5,000 5,000

40,000 39,000 1,000 80,000

Ｒ10 5,000 5,000

５－３－２ 効率的、効果的な行政サービスの推進

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 7 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ９ 10,000 10,000

Ｒ10

５－４ 多様な主体との連携

５－４－１ 産学官の連携

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 3 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 0

Ｒ９ 0

Ｒ10 0
町内小中学校と連携した活動及びエネルギー学習や、住民と学生の協働による地域
活動の実践型演習、地域住民が主体となりUDCしんちを利用した地域活動の実践

事業 復興まちづくりと環境創造のための三者協定に基づく事業
担当課

企画政策課／教育総務課

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｒ３～
Ｒ７

町内小中学校と連携した活動及びエネルギー学習や、住民と学生の協働によ
る地域活動の実践型演習、ＵＤＣしんちの活用。

事業費（千円）

町内小中学校と連携した活動及びエネルギー学習や、住民と学生の協働による地域
活動の実践型演習、地域住民が主体となりUDCしんちを利用した地域活動の実践

町内小中学校と連携した活動及びエネルギー学習や、住民と学生の協働による地域
活動の実践型演習、地域住民が主体となりUDCしんちを利用した地域活動の実践

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

町・国立環境研究所・東京大学大学院新領域創成科学研究科との連携・協力
に関する基本協定に基づき、町内小中学校と連携した活動及びエネルギー学
習（次世代のまなびの基盤創出）や、地域活動の実践型演習、地域住民主体
の活動拠点となるＵＤＣしんちの活用を中心に実施する。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

・事業実施の効果
産学官の連携に継続して取り
組む。公民学共創による持続可能なまちづくりを通り、人材育成につなげる。

事業の進捗・達成状況・今後の予定

事業 公共施設長寿命化計画の推進（特定環境保全公共下水道事業）
担当課

都市建設課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

公共下水道施設のリスク評価をふまえたストックマネジメント計画を策定
し、長期的な改築事業のシナリオを設定し、点検・調査及び修繕・改築を行
う。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

・事業実施の効果
下水道施設の維持・管理コス
ト低減のため。施設の長寿命化による維持・管理コストの低減を図る。

Ｒ７
事業費（千円）

下深町ＭＰ場ポンプ更新

Ｒ９
・富倉ＭＰ場ポンプ更新

・新地浄化センターＬＥＤ化

駒ケ嶺ＭＰ場ポンプ更新

事業 公共施設長寿命化計画の推進（農業集落排水事業）
担当課

都市建設課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

農業集落排水施設のリスク評価をふまえたストックマネジメント計画を策定
し、長期的な改築事業のシナリオを設定し、点検・調査及び修繕・改築を行
う。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

・事業実施の効果
下水道施設の維持・管理コス
ト低減のため。施設の長寿命化による維持・管理コストの低減を図る。

各処理場ＬＥＤ化工事

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｒ７
事業費（千円）

Ｒ８
真弓ＭＰ場水位計交換修繕、福田処理場曝気装置修繕、真弓処
理場溶存酸素濃度計更新、福田処理場余剰汚泥引抜ポンプ更新

13,800 8,958 22,753
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５－４－１ 産学官の連携

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 2 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

５－４－２ 交流の推進

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 3 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 0

Ｒ９ 0

Ｒ10 0

５―４ ―２ 交流の推進

・事業全体の内容 （事業期間：Ｒ 3 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 70 70

Ｒ９ 145 145

Ｒ10 70 70

企画政策課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

伊達藩「ふるさと姉妹都市・歴史友好都市」関係５市町によるまちづくりサ
ミットなどを通じて、歴史的絆を確認し相互交流を推進する。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

負担金

伊達市でサミット開催

負担金

Ｒ７

事業
伊達藩「ふるさと姉妹都市・歴史友好都市」
連絡協議会による交流の推進

亘理町で開催されたイベントにおいて物販を実施し、町のPRと
交流の推進を図った。

事業費（千円）

・事業実施の効果 関係5市町によるまちづくりサミット
などを通じて、今後も歴史的な絆を
確認しながら相互交流を進めていく
必要があるため。

関係5市町相互の親善交流を促進するとともに、それぞれの特色を生かしたまちづ
くりについて意見を交わしながら、歴史を学び、未来を考える機会を創出すること
で、地域の文化・経済の活性化が図られる。

事業の進捗・達成状況・今後の予定

担当課

大阪府豊中市との相互交流事業の実施

大阪府豊中市との相互交流事業の実施

大阪府豊中市との相互交流事業の実施

Ｒ３～
Ｒ７

相互交流の実践し、他地域の自然・文化・言語などの理解学習
を深めた。

事業費（千円）

事業 教育相互交流事業
担当課

教育総務課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

継続して交流の推進を図る必
要があるため。相互交流の実践により、他地域の自然・文化・言語などの理解学習を推進す

る。

事業の進捗・達成状況・今後の予定

夏休み研修やウエブ会議システム活用などにより、県外の学校との交流事業
を実施する。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

・事業実施の効果

事業の進捗・達成状況・今後の予定

Ｒ２～
Ｒ７

明治大学体育会ローバースカウト部による町内小中学生に対する「デイキャ
ンプ」、明治大学公認ボランティアサークルしんちーむによる児童館での
「特別授業」、遊海しんちで出展及びボランティア

事業費（千円）

Ｒ８
明治大学体育会ローバースカウト部による町内小中学生に対する「デイキャ
ンプ」、明治大学公認ボランティアサークルしんちーむによる児童館での
「特別授業」、遊海しんちで出展及びボランティア

816 816

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

明治大学との連携協力に関する協定書に基づき、大学生が町内小中学生を対
象に野外活動や特別授業の実施、遊海しんちに子供向けの出展・ボランティ
アとして参加。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：

・事業実施の効果
産学官の連携に継続して取り
組む。子供たちへの学習ボランティアを通じた人材育成や遊海しんちをボランティ

アとして支援することにより、地域活性化につなげる。

事業 地域活性化や人材育成等を目的とした包括的な連携協定に基づく事業
担当課

企画政策課／教育総務課

明治大学体育会ローバースカウト部による町内小中学生に対する「デイキャ
ンプ」、明治大学公認ボランティアサークルしんちーむによる児童館での
「特別授業」、遊海しんちで出展及びボランティア

816 816

Ｒ10
明治大学体育会ローバースカウト部による町内小中学生に対する「デイキャ
ンプ」、明治大学公認ボランティアサークルしんちーむによる児童館での
「特別授業」、遊海しんちで出展及びボランティア

816 816

Ｒ９
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５－４－２ 交流の推進

・事業全体の内容 （事業期間：Ｈ 23 年度～Ｒ 10

年度

国県支出金 地方債 その他 一般財源 計

Ｒ８ 549 549

Ｒ９ 123 123

Ｒ10 123 123

Ｈ２３
～Ｒ７

町内６名の高校生が参加し、宮城県亘理町にて研修交流事業を
実施した。

事業費（千円）

事業 姉妹友好都市シニアリーダー研修交流事業
担当課

教育総務課

事業
内容

年度） 施策の方向性と理由

研修・交流会（会場：山元町）

研修・交流会（会場：柴田町）

・事業実施の効果 交流を通じて、郷土愛や個々
の資質の向上、視野の拡大に
つながる。

情報交換や交流を行う中で相互の親睦を深めるとともに、シニアリーダーの
資質向上が図られ、少年団体活動の推進につながる。

事業の進捗・達成状況・今後の予定

研修・交流会（会場：伊達市）

姉妹友好都市である伊達市、亘理町、山元町、柴田町、新地町の５市町の少
年団体のシニアリーダー（各市町村６人が基本）が一堂に会し、交流しなが
ら資質の向上を図る。

■継続　　□充実　　□縮小
□廃止　　□終了　　□新規

理由：
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